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釧根 中 小 企業 経 営 実 態調 査 研 究  2010 年度 報 告 書 （ 概 要 版 ）  

 

釧根地域中小企業の経営状況とその課題  

－持続可能な地域づくりのために－  

 
釧路公立大学  
 准教授  下山  朗  

 

目的  

財 務 諸 表 デー タ を 用 いて 持 続 可能 な 経 営 、地 域 づ くり の た め の基 礎的

資 料 を 提 供す る こ と  

 
分析の前提  第 1 章  釧 根 地域 社 会 経 済の 概 要 と中 小 企 業  

 

○  釧 根 地域 の 特 徴 を① 人 口 ②重 心 ③ 財 政 状 況 の 3 点 か ら 検 討  

  ＞  道内 主 要 都 市の 中 で も顕 著 な 人 口流 出 都 市  

  ＞  地域 内 で の 人口 移 動 も多 く 、 行 政基 盤 だ けで な く 地 域経 済の

持続 可 能 な成 長 に も 大き な 影 響  

  ＞  釧路 市 の 財 政状 況 は 非常 に 厳 し く、 従 来 のよ う な 公 共需 要に

頼 った 形 で は な く、 規 制緩 和 等 の タ ーゲ ッ ト効 率 的 な 財 政政

策が 必 要  

○  釧根 地 域 の中 小 企 業 の状 況 、 開廃 業 の 状 況に つ い て  

   ＞  釧 根 地 域 は中 小 企 業が 中 心 の 地域 属 性  

   ＞  開 廃 業 は 、景 気 状 況に よ り 変 化が あ る もの の 、 産 業ご と に大

き く 異な り 、 多 く の 産 業 では 廃 業 が 上 回 っ て おり 衰 退 が 廃 業

を進 ん で いる 可 能 性 （資 料 １ ）  
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分析方法    第 2 章  中 小 企業 の 経 営状 況  

 

対 象 と し た経 営 指 標  

 ［ 収 益 性の 指 標 ］ ①売 上 高 総利 益 率  ②売 上 高 営業 費 比 率  
③売 上 高 販管 費 比 率  

 ［ 生 産 性の 指 標 ］ ①従 業 員 一人 あ た り 売上 高  
②従 業 員 一人 あ た り 固定 資 産  

 

分 析 方 法 ―区 間 推 定 をも と に した 「 相 関 分析 」「特 化 係 数」 等  

 

使用データ  (株 )帝国 デ ー タバ ン ク の 統計 資 料  

 

 

分析結果  

 

 収 益 性 につ い て  
   売 上高 総 利 益 等の 収 益 性の 指 標 か ら、 ど の 産業 に お い ても 非 常に

厳し い 環 境に あ る こ と（ 資 料 ２）  
  
 生 産 性 につ い て  
   従 業員 一 人 当 た り 売 上 高等 の 生 産 性の 指 標 から 、 景 況 感の 実 感と

異な り 生 産性 の 高 さ が示 さ れ たこ と （ 資 料３ ）  
 
     →  本 来 両指 標 は パラ レ ル な 結果 に な るは ず だ が  
       な ら ない と こ ろに 釧 根 地 域中 小 企 業経 営 の 課 題と 対 策が

ある の で は？  
 
 

なぜ反対の動きをしているのか？  

              ↓  
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 同 様 の 結果 は 相 関 係数 で も 確認 （ 資 料 ４）  
   ① 従業 員 一 人 あた り 売 上高 と 売 上 高総 利 益 率  マ イ ナ スの 相 関  
   ② 従業 員 一 人 あた り 売 上高 と 売 上 高販 管 費 比率  マ イ ナス の 相関  

  ③ 売 上高 総 利 益 率と ラ ン ク   で プ ラス の 相 関  
  ④ 売 上高 販 管 費 比率 と ラ ンク  で プ ラス の 相 関  

 
 

論 点 整 理 ： モ デ ル 例 を 使 っ て 考 え る  
   【 モデ ル 例 】  
 

図 1 一 人 当た り 売 上高 と 売 上高 総 利 益 率と 人 件 費（ モ デ ル ）  

高 低

高 A C

低 B D

一人当たり売上高

売上高総
利益率

 
 

売 上 も 高 く 利 益 率 も 高 い 「 A」 の ポ ジ シ ョ ン が 一 番 望 ま し く 、 次 い で

「 C=B」と な り、「 D」が も っ とも 望 ま し くな い  
 
   【 実際 の 数 値 例】  

図 2 一 人 当た り 売 上高 と 売 上高 総 利 益 率と 人 件 費（ 数 値 ）  

高 低

高 6,311 4,125

低 4,149 4,088

一人当たり売上高

売上高総
利益率

 
 
  売 上 高も 高 く 総 利益 率 も 高い ポ ジ シ ョン は 人 件費 が 高 く 、逆 に もっ

と も 望 ま しく な い 「 D」 の ポ ジシ ョ ン は 最も 低 い  
 
      → 人 材 投 資 を 含 め た 人 件 費 へ の 投 資 が 深 く 関 係 し て お り 、

そ れ ら に 対 す る 支 援 が 重 要 で は な い か ？  
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○  ヒア リ ン グの 結 果  
   ＞  地 域 に 密 着し た 経 営の 重 要 性  
   ＞  経 営 指 針 、経 営 者 の積 極 的 な 意志 決 定  
   ＞  人 材 教 育 、社 員 教 育の 重 要 性  
 
        →  た だ し 、 経 営 資 源 、 財 務 状 況 の 問 題 か ら  

必 要 性 は 認 識 し つ つ も 、必 ず し も 全 て が 行 え

て い る わ け で は な い 。  
 

          →  上 の結 果 と あ わせ 、 積 極的 な 支 援 が必 要性  
 

○  地域 へ の 影響 ～ 税 収 から 試 算 ～  
 

   2030 年ま で の廃 業 率（ 全国 平 均 推計 ）を も とに 、自 治体 財 政 への

影響 を 試 算（ 資 料 5）  
 
     →  総 額 で約 9 億円 の 減少 で あり 、 釧 路市 税 収 の 約 5 .5％ の

減少 （ ＝ の金 額 は 人 件費 の う ちの 職 員 給 とほ ぼ 同 額）  
地域 企 業 の廃 業 は 大 きな 影 響 を与 え る こ とが 明 ら か  

 
○  補論 ～ 事 業継 承 と 経 営の 持 続 可能 性  

 
   →  後 継 者 へ の事 業 継 承が 各 企 業 の持 続 的 経営 に プ ラ スの 影 響を

与え て い る（ 資 料 6）  
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資料  
 資 料 1 釧根 管 内 産業 別 開 廃業 数  

農業 16社 11% 1社 1% 10社 6% 0社 0%

林業･狩猟業 2社 1% 3社 2% 0社 0% 1社 1%

漁業 3社 2% 6社 5% 5社 3% 0社 0%

鉱業 0社 0% 0社 0% 0社 0% 1社 1%

建設業 17社 11% 31社 24% 20社 13% 35社 38%

製造業 17社 11% 11社 8% 20社 13% 5社 5%

卸売・小売・飲食業 39社 26% 50社 38% 50社 31% 34社 37%

金融･保険業 6社 4% 3社 2% 2社 1% 1社 1%

不動産業 5社 3% 4社 3% 4社 3% 4社 4%

運輸･通信業 10社 7% 6社 5% 6社 4% 3社 3%

サービス業 34社 23% 16社 12% 42社 26% 7社 8%

合計 149社 131社 159社 91社

2009年度

開業 廃業（精算含む）開業 廃業（精算含む）

2008年度

 
出 所 ： 帝 国 デ ー タ バ ン ク 「 T E I K O K U N E W  道 東 版 」 よ り 作 成  

 

資料 2 売 上高 総 利 益率 の 産 業別 分 類 （ 全国 比 較 ）  

上方 下方

鉱業 -14.4 0.0 51.8

建設業 17.4 12.0 24.3 10.5 24

製造業 21.4 14.0 28.9 13.8 15.6

卸売・小売業・飲食店 18.2 15.1 26.0 10.4 18.2

サービス業 11.1 0.0 27.8

黒字企業 標準偏差
信頼区間（黒字企業）

全国平均

 

 

資料 ３  従業 員 一 人 当た り 売 上高 の 産 業 別分 類 （ 全国 比 較 ）  

上方 下方

鉱業 61,121 0 107,579

建設業 41,237 26,286 41,561 40,913 19,223

製造業 81,041 79,597 81,611 80,471 58,333

卸売・小売業・飲食店 135,195 243,696 136,183 134,208 92,614

サービス業 14,997 0 11,116

信頼区間（黒字企業）
全国平均黒字企業 標準偏差

注 ） 単 位 ： 千 円  
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資料 ４  経営 指 標 各 項目 間 の 相関 係 数  

生産性

従業員一人あ

たり売上高

資本装備率

従業員一人あ

たり有形固定

資産

生産性

従業員一人あ

たり人件費

売上高総利益

率

売上高営業費

比率

売上高販管費

比率
全国ランク 道内ランク

生産性

従業員一人あたり売上

高
1.000

資本装備率

従業員一人あたり有形

固定資産
0.212 1.000

生産性

従業員一人あたり人件

費
0.390 0.337 1.000

売上高総利益率 -0.255 -0.057 0.162 1.000

売上高営業費比率 -0.077 0.009 -0.051 -0.043 1.000

売上高販管費比率 -0.265 -0.046 0.117 0.860 0.473 1.000

全国ランク -0.085 0.070 0.137 0.189 0.093 0.214 1.000

道内ランク -0.066 0.115 0.174 0.168 0.064 0.181 0.910 1.000

 

 

資料 5 廃 業に 伴 う 税収 減 少 額の 推 計  

法人住民税 地方消費税 税額計

サービス業 36,819 128,658 165,477

卸売・小売業・飲食店 104,373 151,065 255,438

建設業 108,343 52,408 160,752

鉱業 1,828 5,709 7,538

製造業 63,540 111,906 175,446

その他産業 81,457 63,968 145,425

総計 396,361 513,715 910,076
 

 

    資料 ６  相 関分 析 の 内容  
 

 
 
  

 

 

Ａ１ Ｂ１ Ｃ１

右肩上がり Ｖ字回復 山型

創業年 0.52

資本金 -0.38 -0.43

代表者生年

後継者の有無 0.30

従業員一人当たり
利益との相関

※ 相 関 が あ る ケ ー ス の み 数 値 を 入 力  
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